１　地方税制の改正

地方税法の一部を改正する法律（平成28年法律第13号）による改正

１　改正の趣旨

　　現下の経済情勢等を踏まえ、経済の好循環を確実なものとする観点から、法人事業税の所得割の税率の引下げ及び外形標準課税の拡大等を行い、税源の偏在性を是正するための法人住民税の法人税割の税率の引下げ及び地方法人特別税等に関する暫定措置法の廃止を行うとともに、自動車取得税の廃止及び自動車税における環境性能割の導入等を行うほか、税負担軽減措置等の整理合理化等を行う。
　

２　主な改正点
（１）　法人事業税
①　資本金１億円超の普通法人について、所得割の税率を引き下げるとともに、外形標準課税を８分の３から
８分の５に拡大。（26年度1/4 → 27年度 3/8 → 28年度 5/8）

※ 国・地方を通じた法人実効税率：現行34.62％→27年度 32.11％(△2.51％)→28年度 29.97％(△2.14％)
	〔標準税率〕
	平成27年度
	平成28年度
	

	付加価値割
	0.72％
	1.2％
	

	資本割
	0.3％
	0.5％
	

	所得割　※
	3.1％
	0.7％
	※括弧書きは、地方法人特別税等に関する暫定措置法適用前の税率。

	
	（6.0％）
	（3.6％）
	

	※１　所得割の軽減税率についても比例的に引下げ。
	

	※２　地方法人特別税の税率を、所得割の税率の引下げに合わせて見直し。
	


②　外形標準課税の拡大により負担増となる法人のうち、事業規模が一定以下の法人について、３年間に限り
負担増を軽減。
平成28年度：付加価値額に応じて、負担の増加額に４分の３から０の割合を乗じた割合を控除。
平成29年度：付加価値額に応じて、負担の増加額に２分の１から０の割合を乗じた割合を控除。
平成30年度：付加価値額に応じて、負担の増加額に４分の１から０の割合を乗じた割合を控除。
　　　
　　　③　平成29年４月１日以後に開始する事業年度より、地方法人特別税を廃止し法人事業税に復元することに伴う法人事業税の税率引上げ。
　　　　※平成31年10月１日以後に開始する事業年度まで延期された。
（２）　法人府民税
平成29年４月１日以後に開始する事業年度より、地方法人税（法人住民税の一部交付税原資化）の拡充に伴い、法人府民税法人税割の税率を引下げ。
28年度以前：3.2％　→　平成29年度：１％　〔標準税率〕
※平成31年10月１日以後に開始する事業年度まで延期された。
（３）　自動車取得税・自動車税
①　平成29年３月31日をもって自動車取得税を廃止し、平成29年４月１日より自動車税・軽自動車税に環境性能割を導入。
　　　登録車（自家用）の税率：０％から３％
　　　軽自動車、営業車の税率：０％から２％
②　自動車税について、燃費性能等が優れた自動車の税率を軽減し、一定年数を経過した自動車税の税率を重くする特例措置、いわゆる「グリーン化特例」を、軽減基準の一部切り替え等を行った上で、適用期限を１年間延長
※①の自動車取得税の廃止は平成31年９月30日まで、環境性能割の導入は平成31年10月１日までそれぞれ延期された。
　（４）　地方消費税
　　　消費税（国・地方）の軽減税率制度を平成29年４月から導入
　　　　軽減税率：８％（国分：6.24％　地方分：1.76％）
　　　　標準税率：10％（国分：7.8％　 地方分：2.2％）
　※平成31年10月１日まで延期された。

※上記は、地方税法の一部を改正する法律（平成28年法律第13号）による改正内容であり、
各項に下線で示したとおり、以降の法改正により施行前に再度改正されたものもある。
